
平成22年度行動計画目標設定表  様式1   

年金事務所  

1．現年度納付率  

平成21年度未納付率推計   

①＝％  
平成21年度末推計  

現年度目標納付率   

平成22年度末推計  

④＝月   
平成22年度末推計  

⑥＝月  

③納付対象月数  

平成21年度末推計  

⑤納付月数   

2．過年度1年目納付率  

平成21年度未納付率推計  上乗せ率   

⑦＝％⑧＝％  ⑦＋⑧＝  

③ ×  上乗せ率   ＝ 過年度一年日日標納付月数  

⑤ ＋ 過年度1年日目標納付月数   

3．過年度2年目納付率  

平成21年夜来目標納付率  

平成21年度末の平  
成20年度納付率推  
計  

上乗せ率  平成20年度未納付率  平成20年度末日祷納付率  

％⑫＝％⑬＝％⑭  
×  上乗せ率   過年度2年日日榛納付月数  

⑪  

平成20年度末  
の平成20年度  

納付対象月数  平成20年度末の平  ＋ 過年度2年日日採納付月数  

成20年度納付対象  

月数  
4．口座振替者数  

平成21年度末口座振替実施率   

⑯＝％  
平成22年度末口座振替目標実施率   

一19－  



③納付対象月数  

平成21年度末推計  ＝こ■＝〒 

ミチ≒  （9納付月数   

2．過年度1年目納付率  

平成21年度未納付率推計  上乗せ率   

⑦＝％⑧＝％  ⑦・⑧＝  

平成21年康夫目標納付率  

⑨＝コ％  
③ ×  上乗せ率  過年度1年日日積納付月数   

⑤ ＋ 過年度1年日日採納付月数  

3．過年度2年日納付率  

平成20年度未納付率  平成21年度末の平成20年度納付宰推計  上乗せ率  平成20年度末目標納付率  

％⑪＝％⑫＝％⑮  
×  上乗せ率   過年度2年日日榛納付月数  

平成20年度未の平  ＋ 過年度2年員日棲納付月数  ＝  
成20年度納付対象  
月数  

⑯  

平成20年度末  

の平成20年度  

納付対象月数  

4．口座振替者数  

平成21年度末口座振替実施率  平成22年度末口座振替目標実施率   
平成21年度末と同等の  

水準以上を計上してくださ  

ー20一  



様式2－1   

年金事務所  

行動計画進捗管理表（事務所実施分）  

ー21－   



行動計画進捗管理表（事務所実施分）の記載方法  （参考）  

年金事務所   

一22－   



様式2－2  

年金事務所  

行動計画進捗管理表（市場化業者実施分）  

－23－   



様式 3  

1・平成20年度以前に最終催告状を送付し、その後に督促状を発付した者  4  人  00 年金事務所  

22年4月   22年5月   22年6月   22年一月   22年8月   22年9月  22年10月  22年11月  22年12月   23年1月   23年2月   23年3月   合 計   

差押予告・長期経過催告件数  0   

財産調査件数  0   

財産判明件数  0  

調査枢果  
財産不明件数  0   

差押執行件数  0   

換価、受入した件数  
I o 

完納となった件数  0   

不納欠規件数  

2■平成21年度に最終催告状を送付し、その後に督促状を発付した者  4  人  

22年4月   22年5月   22年6月   22年7月   22年8月   22年9月  22年10月  22年11月  22年12月   23年1月   23年2月   23年3月   合 計   

差押予告・長期経過催告件数  0   

財産調査件数  0   

財産判明件数  0  調査結果  

財産不明件数  0   

董押執行件数  0   

換価、受入した件勤  0   

完納となった件数  0   

3・平成20年鹿以前に最終催告状を送付し、その後に督促状を発付していない者   4聖志望藍  人  

22年4月   22年5月   22年6月   22年一月   22年8月   22年9月  22年10月  22年11月  22年12月   23年1月   23年2月   28年3月   合 計   

長期経過催告件数  0   

督促状先付件数  0   

差押予告通知件数  0   

財産調査作劇  0   

財産判明件数  0  調査結果  
財産不明件数  0   

善押執行件数  0   

換価、受入した件数  

完納となった件数  

消滅時効が完成した件数  0  



強  制  徴 収   進 捗  管  理 表 （2）  様式3  

4．平成2咋度に最終催告状を送付し、その後に督促状を先付していない者  4  人  

22年4月   22年5月   22年6月   2Z年7月   22年8月   22年9月   22年10月  22年11月  22年12月   28年1月   23年2月   23年3月   合 葛†   

長期経過催告件数  0   

督促状劇付件数  0   

差押予告件数  D   

財産調査件数  0   

財産判明件数  0  

鯛査結果  

財産不明件数  0   

董押執行件数  0   

換臥受入した件数  0   

完納となった件数  0   

5．平成22年度に最華催告状を送付する者  

2挿5月 2が印月   22年7舟ご1  22年8月   Z2年9月   22年10月  22年11月  22年12月  23年1月   23年2月   23年3月   23年4月   合 計   

最終催告状を  
0  

送付した件数   
0   

督促状尭付件数  最終催烏対象者数   0   

善押予告件数  

人  

0   

財産鯛査件数  0   

財産判明件数  
調査結果  

0  

財産不明件数  0   

差押執行件数  0   

換価、受入した件数  0   

完納となった件数  0   

6，平成22年度 所得別t未納月数別の未納者数（対象者選定時）  

未納月数  1月以上  7月以上  13月以上  24月以上   
6月以下  12月以下  23月以下   合 計   

1．000万円以上  

500万円以上1．000万円未済  

400万円以上5DO万円未満  

0            0  

0   

300万円以上400万円未満  0   

20D万円以上300万円未満  0   

合 計   0   0   0   0   0  



（参考）  

強制徴収進捗管理表の記載方法   

1．平成20年度以前に最終催告状を送付し、督促状を発付した者  

（1）4月1日未納者欄には、4月1日現在管理している人数を計上してください。（4月上旬に出力される督促未納者一覧表、又は督励事蹟   

管理票の枚数になります。）  

（2）差押予告・長期経過催告件数欄には、差押予告通知を送付した件数、督促状発付後6ケ月以上未接触の場合に送付した催告書の件数を   

計上してください。なお、被保険者と連帯納付義務者に送付した場合であっても1件としてください。  

（3）財産調査件数欄には、財産調査を実施した件数を計上してください。なお、被保険者と連帯納付義務者の預金調査を実施した場合、被   

保険者の預金調査と自動車の所有権調査等を実施した場合であっても1件としてください。  

（4）調査結果欄には、財産調査の結果、財産が判明した場合と判明しなかった場合の件数をそれぞれ記載してください。なお、預金調査の   

結果、残高が1月分の保険料未満で、入金先（取引先）等が不明であるなど、差押えに移行できない場合は、財産不明件数に計上してく   

ださい。  

（5）差押執行件数には、差押えを実施した件数を記載してください。なお、1人の被保険者について、複数の差押えを実施した場合であっ   

ても1件として計上してください。  

（6）換価、受入した件数欄には、差押財産を換価した場合、債権受入した件数を計上してください。なお、複数の差押財産を換価した場合   

であっても1件として計上してください。  

（7）完納となった件数欄には、完納者一人につき1件として計上してください。  

〈8）不納欠損件数欄には、不納欠損決議した件数を計上してください。  

2．平成21年度に最終催告状を送付し、督促状を発付した者  

（1）差押予告■長期経過催告件数欄には、差押予告通知を送付した件数、督促状発付後6ケ月以上未接触の場合に送付した催告書の件数を   

記載してください。なお、被保険者と連帯納付義務者に送付した場合であっても1件としてください。  

（2）（1）以外については、上記1と同様に記載してください。  

3．平成20年度以前に最終催告状を送付し、その後に督促状を発付していない者  

（1）4月1日未納者欄には、4月1日現在管理している人数を記載してください。（督励事蹟管理票の枚数になります。）   



（参考）   

（2）長期経過催告件数欄には、納付誓約不履行後6ケ月以上未接触の場合に送付した催告書の件数を記載してください。なお、被保険者と   

連帯納付義務者に送付した場合であっても1件としてください。  

（3）督促状発付件数には、督促状を発付した件数を計上してください。なお、被保険者と連帯納付義務者に発付した場合であっても1件と   

してください。  

（4）差押予告通知件数欄には、差押予告通知を送付した件数を計上してください。なお、被保険者と連帯納付義務者に送付した場合であっ   

ても1件としてください。  

（5）消滅時効が完成した件数欄には、消滅時効が完成した月に、被保険者1人を1件として計上してください。  

（6）（1）～（5）以外については、上記1．と同様に記載してください。  

4．平成21年度に最終催告状を送付し、その後に督促状を発付していない者  

〈1）長期経過催告件数欄には、最終催告状の送付後6ケ月以上未接触の場合に送付した催告書の件数を記載してください。なお、被保険者  

と連帯納付義務者に送付した場合であっても1件としてください。  

（2）（1）以外については、上畠3．と同様に記載してください。  

5．平成22年度に最終催告を送付する者  

（1）平成22年度強制徴収対象者選定基準に基づき選定した最終催告対象者の人数を最終催告対象者数欄に計上してください。  

（2〉最終催告状を送付した件数欄には、最終催告対象者に対して最終催告状の送付を予定している月を上段（計画）に、実際に送付した件   

数を下段（実施）に計上してください。なお、上段（計画）の報告時期については、平成22年度の対象者の選定が完了し最初の報告月  

に報告してください。  

（3）（1）、（2）以外については、上記4．と同様に記載してください。  

6．平成22年度所得別・未納月数別の未納者数〈対象者選定時）  

（1）市区町村から所得情報の提供を受け、収納支援システムにより対象者の抽出した件数を計上してください。なお、報告時期については   

抽出後、最初の報告日に報告してください。  

（2）収納支援システムによる抽出条件については、別途お知らせします。   



未納月数別未納者等一覧表  様式4   

年金事務所  

平成00年00月00日現在   



属性別未納者数■未納月数一覧表  様式5  

年金事務所   

13～21月  
長期未納者  未納月数  

；○強制徴収対象計  
l  

一  

未納者数  

I  

rDO万以上卿  

強
制
徴
収
対
象
 
 

所
 
 

数
 
 

一
l
一
l
l
一
■
■
■
【
 
 

未納者数  

I FOロ万以上く珊   

未納者  

rOO万以上く和一  

数
 
 
 

月
 
 
納
 
 
 

禾
 
 

未納月数  未納月数  

1
 
 

∴
岩
 
 

…
空
．
 
 
 

l  

l  

1  

1  

王未納者数  

t  

I  

I未納月数 I  

I  

l  

t  

I  

○納付督励対象計  納
付
督
励
対
象
 
 

得
 
 

未納者数［二∃  

未納月数［二∃  

敗
 
 

者
 
 

納
 
 

未
 
 

未納者数  

数
 
 

月
 
納
 
 

未
 
 

未納月数  

Ⅰ  

Io免除等勧奨対象計  免
除
等
勧
奨
対
象
 
 

層
 
 

未納者数⊂二到未納者数［二∃童未納者数口  

l  

l  

t未納月数  

I  

t  

t  

I  

I  

未納月数⊂∃：未納月数⊂：∃  

Ⅰ  

I  

t  

t  

◎短期未納者数計l◎中期未納者数計  
t  

l  

l  

I◎長期未納者数計  ◎未納者総計  

l  

I  

I  

t未納者数  

t  

l  

；未納月数  

l  

暮  

未納者数  

未納月数  

平成00年00月00日現在   

〈注）短期・中期及び長期未納者の未納者数及び未納月数は、様式4と一致すること。   



様式 6  

月別 要求水準達成計画 ■ 納付督励等実施計画  00年金事務所分  



市場化事業実績 分析■進捗管理シート  （平成 年  月実施分）  様式7  

受託事業者  所名 

分析・進捗管理■点検内容   事務所での分析・進捗管理   ブロック本部補足  指導・助言方針   

受託事業者へのデータ提供は適切にされているか（強制徴収対象者が必要以上に多く  

事務所の  
ないか、事務所での対策計画・納付書発行者のデータ提供等）  

点  検  

督励対象者が計画に沿って選定されているか（事務所では督励対象者を把握している  
か「短期」「中期」「長期」「納付書送付者」など）  

接触件数は計画どおりか  

納付約束者・未接触者に対する納付督励は計画どおりか  

接触件数は計画どおりとなっているか  

※ 受託事業者に対しての指導・助言にあたって、督励方法等について受託事業者に依頼することは、受託事業者に対し強制力を持たないことから、その有効性を含め丁寧に説明を行い、   
受託事業者の理解を求めること。  

※ この様式は適宜修正できること。  

～＼   



平成22年4月  

日本年金機構本部   



を受ける。  

②確認を受けた行動計画に基づき、各種事業の計画的な推進に努める。  

5．年間スケジュール  

別紙のとおり   



平成22年度未適用事業所等に対する適用促進のスケジュール  （別紙）  




